
１．はじめに
　平成 23（2011）年 6 月、「障害者虐待の防止、
障害者の養護者に対する支援等に関する法律（以
下「障害者虐待防止法」とする）」が公布され、
同法における ｢障害者｣ とは、身体・知的・精神
障害その他の心身の機能の障害があり、障害及び
社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に
相当な制限を受ける状態にある者であり、｢障害者
虐待｣ とは、1）養護者による障害者虐待、2）障
害者福祉施設従事者等による障害者虐待、3）使用
者による障害者虐待であることが定義された。
　しかし、障害者虐待防止法が、平成 24（2012）
年 10 月から施行されて約 4 年半が経過しようと
する中、 平成 26（2014）年 6月山口県下関市内の
知的障害を主たる対象者とした障害者支援施設に
通所していた当時 20 歳の男性に対して、職員に
よる暴行行為が告発され、職員が暴行罪で逮捕さ

れる事件（山口新聞、2014）や、平成 25（2013）
年 11 月千葉県袖ケ浦市内の知的障害を主たる対
象者とした障害者支援施設に入所していた当時
19 歳の男性に対して、職員による暴行行為が原
因で死亡し、職員が傷害致死罪で逮捕される事件
（産経新聞、2015）が発生しており、知的障害を
主たる対象者とした障害者支援施設を利用してい
る知的障害者に対する虐待が跡を絶たない現状で
ある。
　平成 28（2016）年 12 月に公表された「障害者
虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関
する法律に基づく対応状況等に関する調査結果報
告書（厚生労働省、2016c）」では、「障害者福祉
施設従事者等による障害者虐待」として市区町村
が虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した
事例の件数は「養護者による障害者虐待」1,593 
件に次いで多い 339 件であり、その中で、「被虐
待者の障害の種別」では「知的障害」83.3% であり、
障害種別の中で知的障害が被虐待者の割合が最も
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　知的障害を主たる対象者とした障害者支援施設における障害者福祉施設従事者等による
障害者虐待の実態や虐待防止策に対する現状と課題を、障害者虐待防止法施行後の研究動
向から明らかにすることを目的として、国立情報学研究所CiNii、NDL-OPACにて文献検
索した。障害者虐待防止法が施行された 2012 年 10 月から約 4 年間における 14 件の研究
報告の中から、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関する 7件を対象に研究動向
を分析し考察することで、 障害者虐待の実態と虐待防止策の現状と課題として「障害者福
祉施設従事者等による障害者虐待の実態の動向と課題」「虐待防止研修の動向と課題」「市
町村障害者虐待防止センター職員の利用者へのアセスメントの現状と課題」「障害者福祉
施設従事者の利用者へのアセスメントの現状と課題」「障害者支援施設における虐待発生
に伴う対応の過程の現状と課題」の 5つの側面から示唆された。
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多い実態が報告されている。
　さらに、「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉
サービスの事業所等の人員、設備及び運営に関す
る基準について（厚生労働省、2016d）」第三条第
一項では、「指定障害福祉サービス事業者は、利
用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏
まえた計画を作成し、これに基づき利用者に対し
て指定障害福祉サービスを提供するとともに、そ
の効果について継続的な評価を実施することその
他の措置を講ずることにより利用者に対して適切
かつ効果的に指定障害福祉サービスを提供しなけ
ればならない。」、第二項では「指定障害福祉サー
ビス事業者は、利用者又は障害児の保護者の意思
及び人格を尊重して、常に当該利用者又は障害児
の保護者の立場に立った指定障害福祉サービスの
提供に努めなければならない。」と定め、第三項
では、「指定障害福祉サービス事業者は、利用者
の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設
置する等必要な体制の整備を行うとともに、その
従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずる
よう努めなければならない。」とした障害者支援
施設の一般原則を定めており、 知的障害を主たる
対象者とした障害者支援施設を利用している知的
障害者に対して、この一般原則基づく支援が一層
求められているともいえる現状である。

２．目的
　知的障害を主たる対象者とした障害者支援施設
における「障害者福祉施設従事者等による障害者
虐待」の実態や虐待防止策に対する現状と課題を

「障害者虐待防止法」施行後の研究動向から明ら
かにする。

３．方法
３−１　対象
　国立情報学研究所 CiNii、NDL-OPAC において

「知的障害者」「虐待」「施設」のキーワードで検
索し、「障害者虐待防止法」が施行された 2012 年
10 月から 2016 年 12 月までの約 4 年間における
厚生労働科学研究の報告書を除いた研究報告を対
象とする。　　　　　

３−２　分析方法
　「障害者虐待防止法」に関連した研究の現状に
ついて概観し、 障害者虐待別の研究（養護者によ
る障害者虐待に関する研究、 障害者福祉施設従事
者等による障害者虐待に関する研究、 使用者によ
る障害者虐待に関する研究）、障害者虐待別以外
の研究（市町村障害者虐待防止センター及び都道
府県障害者権利擁護センターの現状と課題に関す
る研究、相談支援事業所及び障害者就業・生活支
援センターの現状と課題に関する研究、 都道府
県・政令指定都市における障害者虐待防止・権利
擁護研修の現状と課題に関する研究）から、主に、
障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関す
る研究における研究動向を分析し考察すること
で、今後の課題を明らかにする。

４．結果
４−１　 「障害者虐待防止法」に関連した研究の

現状
　「障害者虐待防止法」が施行された 2012 年 10
月から 2016 年 12 月までの約 4 年間における厚生
労働科学研究などの報告書を除いた研究報告は合
計 14 件であり、 障害者虐待別の研究は 4-2-1 から
4-2-3 の計 10 件であった。また、障害者虐待別以
外の研究は下記の4-3-1から4-3-3の計 4件であった。

４−２　障害者虐待別の研究
４−２−１　 養護者による障害者虐待に関する研

究
　養護者による障害者虐待に関する研究は 2 件で
ある（Table.1）。
４−２−２　 障害者福祉施設従事者等による障害

者虐待に関する研究
　障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関
する研究は 7件である（Table.2）。
４−２−３　 使用者による障害者虐待に関する研

究
　使用者による障害者虐待に関する研究は 1 件で
ある（Table.3）。

４−３　障害者虐待別以外の研究
４−３−１　 市町村障害者虐待防止センター及び
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都道府県障害者権利擁護センターの
現状と課題に関する研究

　市町村障害者虐待防止センター及び都道府県障
害者権利擁護センターの現状と課題に関する研究
は 1件である（Table.4）。
４−３−２　 相談支援事業所及び障害者就業・生

活支援センターの現状と課題に関す
る研究

　相談支援事業所及び障害者就業・生活支援セン
ターの現状と課題に関する研究は 2 件である

（Table.5）。

４−３−３　 都道府県・政令指定都市における障
害者虐待防止・権利擁護研修の現状
と課題に関する研究

　都道府県・政令指定都市における障害者虐待防
止・権利擁護研修の現状と課題に関する研究は 1
件である（Table.6）。

５．考察
５−１　 障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待の実態の研究動向と課題
　鈴木・横川ら（2014、2015、2016）による研究

Table.1　養護者による障害者虐待に関する研究
研究内容 著者・出版年

自治体に対する聞き取り調査により対応の実態を探索的に把握し分離保護の課題を明らかにすることを目的と
し、被虐待障害者や養護者に対する支援に先進的に取り組むさいたま市、伊勢原市、蒲郡市、足立区、堺市の 5
自治体の市町村障害者虐待防止センターを対象として聞き取り調査を実施した研究。

大村、志賀ら
2014

相談支援事業所、障害者就業・生活支援センターにおける障害者虐待に関する全国の事例収集や相談支援の実態
を把握することを目的とし、全国の相談支援事業所 3,066 ヶ所、障害者就業・生活支援センター 317 ヶ所を調査
対象として、相談機関における認知状況及び業務実態に対する質問紙調査と、そのうち相談支援事業所 406 ヶ所、
障害者就業・生活支援センター 61 ヶ所を対象として、「虐待事例の認識あり」もしくは「通報・届出あり」と回
答した事例に対する質問紙調査を実施した研究。

大村、志賀ら
2013

Table.2　障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関する研究
研究内容 著者・出版年

知的障害者支援領域における障害者福祉施設従事者等による障害者虐待防止及び権利擁護の推進のための取組み
の実情及び課題を明らかにすることを目的とし、横浜市知的障害関係施設協議会、川崎市障害福祉施設事業協会、
神奈川県知的障害福祉協会に加盟する障害者福祉施設従事者を対象として、施設長などマネジメントに関わる管
理者への質問紙調査 492 件と日常的に利用者支援に関わる支援への質問紙調査 1,476 件を実施した研究。

鈴木、横川
2016

障害者虐待防止や権利擁護の推進の取り組みの実情と課題を明らかにすることを目的とし、横浜市知的障害関係
施設協議会、特定非営利活動法人川崎市障害福祉施設事業協会に加入する障害者福祉施設従事者を対象として、
施設長などマネジメントに関わる管理者への質問紙調査 295 件と日常的に利用者支援に関わる支援への質問紙調
査 875 件を実施した研究。

鈴木、横川ら
2015

知的障害者支援施設における施設内虐待の実態として職員が利用者に対して加害者となる場合や利用者が職員対
して加害者となる場合の障害者支援施設内の虐待の実態を把握することや、障害者支援施設の危機管理や職員研
修のあり方を検討することを目的とし、文献検索による文献調査や筆者が関わる 1 施設を対象として、ロールプ
レイを用いた職員研修を実施した研究。

石川、佐藤
2014

虐待が認定された事例の分析から、障害者支援施設を運営する組織、市町村や都道府県の運営管理上の役割や課
題の考察を目的とし、国および都道府県が公表している調査結果報告書などの文献調査や虐待事件として新聞等
に報道された 3つの障害者支援施設への訪問調査を実施した研究。

志賀、相馬ら
2014

知的障害者の入所や通所の障害者支援施設における職員による利用者に対する虐待の原因や支援のあり方を分析
し提言することを目的とし、文献検索による文献調査を実施した研究。

平本
2014

知的障害者の体験世界を明らかにすることを目的とし、筆者が関わる知的障害者授産施設 1 施設の利用者 47 名
を対象として、いじめや虐待の有無を含む面接調査を実施した研究。

愛甲
2014

障害者虐待防止や権利擁護の推進の取り組みの実情と課題を明らかにすることを目的とし、横浜市知的障害関係
施設協議会に加入する障害者福祉施設従事者を対象として、施設長などマネジメントに関わる管理者への質問紙
調査 97 件と日常的に利用者支援に関わる支援への質問紙調査 485 件を実施した研究。

鈴木、横川ら
2014

Table.3　使用者による障害者虐待に関する研究
研究内容 著者・出版年

特例子会社の障害者雇用状況や障害者の権利利益の擁護に関する取り組みについて障害者雇用がある特例子会社
31 社を対象とし、電話やメールによる聞き取りや、そのうち 7社へのヒアリング調査を実施した研究。

志賀、小川ら
2015
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では、被虐待者となる割合が高い知的障害を主た
る対象として、神奈川県内の横浜、川崎、県域の
3 つの地域における障害者支援施設等の障害者福
祉施設従事者等による障害者虐待防止及び権利擁
護の推進のための取組みの実情及び課題を明らか
にするための縦断的研究が 2013 より 3 か年に渡
り行われている。
　方法として、職員一人ひとりが日頃の支援を振
り返り、職員相互にチェックし、小さな出来事か
ら虐待の芽を摘むために、障害者支援施設等の職
員に周知徹底を図るための「障害者福祉施設・事
業所における障害者虐待の防止と対応の手引き

（施設・事業所従事者向けマニュアル）（厚生労働
省、2012a）」に掲載されている「虐待防止チェッ
クリスト」を用いて、「（1）管理者（事業者）調査」

「（2）支援者調査」「（3）管理者（事業者）調査と
支援者調査の比較」を実施した分析結果が報告さ
れている。
　3 年間の「（1）管理者調査」の結果から、管理
者が「虐待防止チェックリスト」の質問項目に「よ
く当てはまる（行っている）」と回答し、年々増
加した質問項目は、「苦情解決制度は活用されて
いる」「施設内で虐待事案の発生時の対処方法、

再発防止策を具体的に文章化している」「職員会
議等で情報の共有と職員間の意思疎通が図られて
いる」であり、管理者として虐待・権利侵害防止
及び権利擁護を推進している現状を指摘している。
　一方で、管理者が「虐待防止チェックリスト」
の質問項目に「全く当てはまらない（行っていな
い）」と回答し、年々増加した質問項目は、「地域
ボランティアや実習生、福祉オンブズマン等から
の声を、第三者の声として積極的に聴いている」
「緊急やむを得ない場合の身体拘束等の手続き方
法については、利用者や家族に事前に説明を行い、
同意を得ている」「個別支援計画にもとづき適切
な支援を実施している」「事業所外部の第三者の
声の尊重」「利用者の同意」「個別支援計画の丁寧
な履行」であり、外形的には表れにくい取組みに
ついては課題があることを指摘している。
　また、「（2）支援者調査」の結果から、支援者
が「いつもよく意識できている」という項目と、
支援者が「いつもよく実践できている」項目の差
の結果から、意識と実践のずれが生じている項目
は、「意思決定支援」「分かりやすい説明」「威圧
的態度、命令語、叱責語を使用しない」「子ども
扱いしない」であり、利用者の尊厳に深く関わる

Table.4　市町村障害者虐待防止センター及び都道府県障害者権利擁護センターの現状と課題に関する研究
研究内容 著者・出版年

市町村障害者虐待防止センター及び都道府県障害者権利擁護センターにおける障害者虐待事例の認知状況の把握
や、障害者虐待の通報システムの経年変化の課題について考察することを目的とし、全国の障害者相談支援事業
所 2,617 ヶ所と障害者就業・生活支援センター 325 ヶ所を対象として質問紙調査を実施した研究。

相馬、志賀ら 2015

Table.5　相談支援事業所及び障害者就業・生活支援センターの現状と課題に関する研究
研究内容 著者・出版年

相談支援事業所と障害者就業・生活支援センターにおける平成 25（2013）年度の虐待やその疑いを含む事例の認
知状況を把握し、同様の手法で把握した平成 24（2012）年度の調査結果と比較し国の調査を補完する基礎資料を
得ることを目的とし、全国の相談支援事業所 2,681 ヶ所と障害者就業・生活支援センター 323 ヶ所を対象として
質問紙調査を実施した研究。

五味、志賀ら
2014

相談支援事業所や障害者就業・生活支援センターが把握している障害者虐待やその疑いを含む事例の類型を量的
に把握し、回答者の主観的な「深刻度」の判断から事例の緊急性を整理することで国の調査を補完する基礎資料
を得ることを目的とし、全国の相談支援事業所 452 ヶ所と障害者就業・生活支援センター 60 ヶ所を対象として
質問紙調査を実施した研究。

五味、志賀ら
2014

Table.6　都道府県・政令指定都市における障害者虐待防止・権利擁護研修の現状と課題に関する研究
研究内容 著者・出版年

平成 24（2012）年度から国が実施している「障害者虐待防止・権利擁護指導者養成研修」を基に、都道府県が地
域生活支援事業として実施している「障害者虐待防止・権利擁護研修」のプログラムや実施状況を把握し、今後
継続的に実施される研修の在り方を検討することを目的とし、47 都道府県と 20 政令指定都市を対象として質問
紙調査を実施した研究。

村岡、相馬ら
2015
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基本的項目に及んでいることを指摘している。
　また、支援者が「いつもよく意識できている」
という項目と、「いつもよく実践できている」項
目の差について、相関関係を分散図で示した結果、
意識・実践ともに高い項目順として上位群、中上
位群、中下位群、下位群の四群に分けられた。
　上位群では、障害者虐待防止法に定める虐待の
類型に関する項目、中上位群では、プライバシー
や情報管理に関する項目や、活動時の強制に関す
る項目であり、日常場面で支援者が意識しやすく
比較的歯止めが利きやすい傾向があることを指摘
している。
　一方、下位群では、利用者の一人ひとりの権利
の尊重、個別的な対応、個別支援計画の遵守、一
人ひとりの障害特性への配慮、意思決定支援等の
項目であり、支援者は、利用者の個別性に応じた
対応や支援、配慮が困難であり、上司や同僚に相
談できずに悩みやストレスを抱えている傾向があ
ることを指摘している。 　
　さらに、過去 3 年間の「（3）管理者調査と支援
者調査の比較」の結果から、管理者の方が「よく
当てはまる（行っている）」と回答し、支援者の
回答と乖離している質問項目は「職員の自己研さ
んの場が設けられている（OJT 及び OFF-JT の
総計）」「地域ボランティアの受け入れ」「職場で
の人権研修等の開催（各種研修の総計）」「情報開
示」「施設内で虐待事案の発生時の対処方法、再
発防止策の文章化」「監査」「情報開示」「再発防
止策の文章化」「虐待防止責任者を定める」であり、
家族へのインフォームドコンセントなどの対外
的、組織的対応が重要な事柄や透明性の確保、職
員の研修や自己研鑽の保障について管理者と支援
者の認識に課題があるため、管理者と支援者の情
報共有や意思疎通を図り事業所が一体となって虐
待、権利侵害防止及び権利擁護推進に努める必要
があることを指摘している。
　しかし、以上の鈴木・横川ら（2014、2015、
2016）による研究は、実際には、3 か年続けて調
査を実施しているのは横浜の地区のみであり、各
年度の調査票の回収率の推移は、横浜（34.0％、
46.6％、34.0％）、川崎（32.8％、41.4％、―％）
の地域は、約 3割から 4割。県域（18.0％、―％、

―％）は、約 1 割に留まっている。そのため、3
つの地域おいて縦断的な視点から障害者虐待防止
及び権利擁護の推進のための取組みの実情や課題
を把握し、般化できる内容として捉えることは難
しいと考えられる。
　さらに、鈴木・横川ら（2014、2015、2016）に
よる研究の調査対象の障害者支援施設は、児童福
祉法の障害児入所施設から、障害者総合福祉法の
自立支援給付事業、市町村の地域生活支援事業に
よる移動支援や相談支援、発達障害者支援法の発
達障害者支援センター、その他市町村による障害
福祉サービスなど多岐にわたり、中でも障害者総
合福祉法の自立支援給付事業では 3 か年（2013、
2014、2015）ともに生活介護の調査票の回収率と
して、「（1）管理者（事業者）調査」では、
33.8％、34.7％、35.3％であった。また、「（2）支
援者調査」では、35.3％、34.6％、34.3％であった。
3 か年の平均回収率は、38.2% であり、自立支援
給付事業の中の約 3 割であると同時に、同事業の
なかで回収率が最も多い状況であった。次いで、
就労継続支援の調査票の回収率として、「（1）管
理者（事業者）調査」では、3か年ともに 14.9％、
15.3％、11.8％であった。また、「（2）支援者調査」
では、14.6％、17.4％、12.1％であった。さらに、
自立支援給付事業の居宅介護の調査票の回収率と
して、「（1）管理者（事業者）調査」では、3 か
年ともに、0％、0％、0％であった。また、「（2）
支援者調査」では、0.5％、0.2％、0％であり、自
立支援給付事業の中の 3 か年の平均回収率の 1 割
にも満たない状況であった。
　全国の国民健康保険団体連合会による、支払い
実績における「障害福祉サービスに係る自立支援
給付の体系（平成 28 年 3 月現在）（厚生労働省、
2016a）」の中の事業者数、利用者数は、全事業者
数 74,787 か所、全利用者数 1,084,901 人であり、 
居宅介護 19,324 か所（25.8％）、162,892 人（5.0％）。
就労継続支援 13,117 か所（7.5 ％）、267,148 人
（24.6％）。生活介護 9,240 か所（12.3％）、266,446
人（24.5％）。の順で事業者数が多い状況である。
　以上の国民健康保険団体連合会の支払い実績に
基づいた報告から、利用者数は、就労継続支援、
生活介護、居宅介護の順で多い状況と、鈴木・横
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川ら（2014、2015、2016）による研究の 3 か年に
おける「（1）管理者（事業者）調査」や「（2）支
援者調査」の障害者支援施設別の調査票の回収率
の推移と状況が異なるため、「（1）管理者（事業者）
調査」や「（2）支援者調査」の調査結果に偏りが
生じていることが考えられる。
　さらに、鈴木・横川ら（2014、2015、2016）に
よる研究では、研究の調査対象者である障害者支
援施設の管理者（事業者）や支援者の回答者の選
定については、各事業所に対象者の選定を委ねて
いるため、回答者の職位や年齢に偏りが生じてい
ることが考えられる。中でも、3 か年の回答者の
職位は、「（1）管理者（事業者）調査」では、約 5、
6 割が施設長・所長、約 1、2 割がサービス管理
責任者・管理者であり、「（2）支援者調査」では、
約 5、6 割が支援員・指導員、約 1、2 割がサービ
ス管理責任者・管理者である。
　さらに、3 か年の回答者の年齢は、「（2）支援
者調査」では、20 歳から 49 歳までが約 8 割、50
歳以上が約 1、2割であった。
　平本（2014）による研究では、「2．施設職員に
よる不適切な関わりはどうして起こるのか」、の
項目の中で、「1）施設内虐待の原因（法人、施設）」
は、高い離職率があり、5 年以上の経験年数を持
つ中間層が不足し、経験年数が浅い職員が多くな
るため、明確な根拠を持った支援が難しく、職員
個人の感覚に基づく支援になる可能性があり、結
果的に不適切な関わりになりかねない。ことを指
摘している。しかし、石川、佐藤（2014）は、「障
害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等
に関する法律に基づく対応状況等に関する調査結
果報告書（厚生労働省、2013a）」より、虐待者の
年齢は、60 歳以上が 21.8%、50 ～ 59 歳が 19.5%
であり、直接的な支援をおこなう生活支援員が虐
待をしていた割合が高く、職員の職種では、生活
支援員や管理職が 65.4%、50 代から 60 代以上の
ベテランの加害者が多い状況であること。また、
利用者と職員の日常における相互関係性が環境面
や制度面から影響を受けていること。さらに、そ
の影響が改善・修正されることなく継続されくり
かえされることで強化される点を指摘している。
　さらに、志賀、相馬ら（2014）による研究では、

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支
援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調
査結果報告書（厚生労働省、2012b、2013a）」の
中で、虐待を行った障害者福祉施設従事者等の職
種別の状況は、設置者・経営者あるいはサービス
管理責任者の行った虐待が、平成 24（2012）年
度 21.8%、平成 25（2013）年度 12.0% あることか
らも、虐待を行った障害者福祉施設従事者等は、
50 歳以上が多い傾向があり、サービス管理責任
者や障害者支援施設の設置者・経営者も少なくな
く、社会的責任の重さや経験年数が、虐待の抑制
機能として働いていないと推測されることを指摘
している。
　最新の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に
対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に
関する調査結果報告書（厚生労働省、2016c）」に
よれば、虐待者の職種は、生活支援員 44.5%、管
理者 10.9%、世話人 7.5%、指導員 6.8%、その他
従事者が 6.1% の順で多く、 年齢では、60 歳以上
37.4% と最も多く、次いで 50 ～ 59 歳が 21.6%、
40 ～ 49 歳が 18.2% の順であり、50 歳以上の虐待
者が全体の 6 割近くを占めていることからも、鈴
木・横川ら（2014、2015、2016）による研究では、
「（1）管理者（事業者）調査」や「（2）支援者調査」
の調査結果に偏りが生じていると考えられる。
　また、平本（2014）による研究では、経験年数
の浅い職員が多くなることにより虐待を受けた又
は受けたと思われたと判断した事例が多くなるの
ではなく、障害者福祉施設従事者等には、経験の
ある職員層に虐待を行うリスクがあり、経験の浅
い職員層に影響を及ぼしている可能性があること
から、経験の浅い層にも虐待者がみられると考え
られることを指摘している。以上から、今後、経
験のある職員層に対する職員の研修の在り方が課
題であると考える。
　さらに、「障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉
サービスの事業所等の人員、設備及び運営に関す
る基準について（厚生労働省、2006）」では、運
営規程で定めた「虐待を防止するための措置」と
して、委員会の設置等、必要な体制の整備が求め
られ、虐待防止委員会の責任者は、通常管理者が
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担うことになり、虐待防止委員会を組織的に機能
させるために各サービス事業所の管理責任者や各
サービス事業所のサービス提供責任者、サービス
管理責任者、ユニットリーダ等各事業所や現場で
虐待防止のリーダーになる職員を「虐待防止マネ
ジャー」として配置することが定められている。
　そのため、鈴木・横川ら（2014、2015、2016）
による研究については、障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待の実態の把握には、調査対象で
ある 3 つの地域や障害者支援施設別の管理者（事
業者）や支援者の対象として、経験のある職員層
の支援者を対象とした調査や、虐待防止を中核的
に担うサービス管理責任者を対象とした調査を実
施することで、障害者福祉施設従事者等による障
害者虐待の実態や課題を明らかにし、対策を検討
することも重要であると考える。

５−２　虐待防止研修の動向と課題
　石川、佐藤（2014）による調査では、職員が利
用者に対して加害者となる場合や利用者が職員対
して加害者となる場合の障害者支援施設内の虐待
の実態把握に関する「（1）先行研究の概観」にお
いて、利用者への障害者支援施設内虐待が発生す
る背景・共通する条件や未然防止の研究は進めら
れているが職員研修の具体的な方法論が確立され
ているとはいいがたいことを指摘している。
　次に、「（2）障害者の虐待防止法とその実態」
から、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対
する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関
する調査結果報告書（厚生労働省、2013a）」より、
職員の職種で生活支援員や管理職が 65.4%、50 代
から 60 代以上のベテランが虐待者であり、利用
者と職員の日常における相互関係性が環境面や制
度面において影響を受け、改善・修正されること
なく継続され繰り返されることで強化される点を
指摘している。
　さらに、「（3）事件化した施設職員による虐待
事件の事例」から、障害者福祉施設従事者等によ
る虐待行為の共通した特徴として、不穏な状態に
ある利用者の自傷他害行動を抑制するために、熱
心なベテラン職員が次第に虐待へ発展し、新人職
員に影響を与える職場環境がある点を指摘している。

　また、志賀、相馬ら（2014）による研究では、「（2）
虐待と認定された事例をもつ施設への訪問・聞き
取り調査結果ならびに事件後に第三者検証委員会
を設置し提出された答申書」において、虐待事案
が発生する前の障害者支援施設の状況、虐待発覚
後の対応や現在に至るまでの組織的な対応につい
て、障害者支援施設単位に障害者福祉施設従事者
等の虐待の詳細な事例の情報を得るための調査を
実施した。その結果、経験豊富な職員による虐待
につながる不適切な支援については、他の職員が
「間違っている」と気づいても直接注意や上司に
報告しづらい風土が出来やすいことを指摘している。
　さらに、過去に虐待に関連した運営上の問題や
苦情解決等における権利擁護の問題解決の経験が
少ない障害者支援施設では、虐待発覚直後に職員
間で「何が虐待に相当するか」という混乱が生じ
る場合があるため、利用者の権利擁護の視点から
利用者と向き合う姿勢を職場全体で醸成するため
に、支援に迷う事例、不適切な支援の事例を職場
内で積極的に取り上げ、職員間で議論や検討を行
うことも重要な有効な手段であることを指摘して
いる。
　また、村岡、相馬ら（2015）の 47 都道府県・
20 政令指定都市における障害者虐待防止・権利
擁護研修の現状と課題に関する研究（回収率：54
件 80. 6%、内訳：都道府県 40 件 85.1%、政令指
定都市 14 件 70.0%）によれば、研修の開催形式
の特徴として、「障害者虐待防止・権利擁護指導
者養成研修」（以下、国研修）は、「共通研修を受
講した後、コース別研修を受講する流れ」である。
　しかし、47 都道府県と 20 政令指定都市におい
て地域生活支援事業として実施している「障害者
虐待防止・権利擁護研修」（以下、県研修）のカ
リキュラムやプログラムや実施状況に関して、国
研修に準じている自治体が多いが、「共通研修、
コース別研修それぞれに受講者を募っている」都
道府県もあり、中には、「都道府県・市町村虐待
防止担当職員研修、障害者福祉施設等設置者・管
理者研修、虐待防止マネジャー養成研修の各研修
のカリキュラムに共通研修科目を組み込む形」や
「講義・演習スタイルではなく、講演、シンポジ
ウム、事例発表会といった形式」により、「実施
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回数、時間、コース、受講対象者は各地で異なる」
現状があることを指摘している。
　石川、佐藤 (2014) が、「職員研修の具体的な方
法論が確立されているとはいいがたい」と指摘す
るように、特に、 虐待防止研修の県研修では、1）
研修カプログラムやリキュラム及び他の研修と関
連したプログラム。2）研修の実施方法。3）受講
対象者。4）研修時間。について各地方自治体で
開きがある状況である。そのため、これまで実施し
てきた国研修や県研修と障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待の実態の効果を検証し、虐待防止
研修の内容を検討することが重要であると考える。

５−３　 市町村障害者虐待防止センター職員の利
用者へのアセスメントの現状と課題

　志賀、相馬ら（2014）による研究では、国が公
表している「障害者虐待の防止、障害者の養護者
に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等
に関する調査結果報告書（厚生労働省、2012a、
2013a）」や、一部の都道府県が公表している虐待
の具体的な事例や虐待防止の取り組みのデータに
おける、「市町村や都道府県が虐待として認定し
た件数とその割合」について調査した。
　その中で、全国の障害者福祉施設従事者等の虐
待が認定される割合は、認定調査件数あるいは通
報・相談件数の 1 割から 2 割に過ぎないことを指
摘し、「地方自治体の障害者福祉施設従事者等の
虐待の通報件数、認知件数の取組状況」として、
地方自治体によっては、障害者福祉施設従事者等
の虐待通報件数が 22 倍の開きが存在し、虐待認
知件数も 2 年続けてゼロ件の自治体が 3 件あるこ
とから、虐待防止に関する通報・相談・認知体制
整備が十分でない地域の存在が疑われることを指
摘している。
　また、「障害者虐待防止法」の「第三十四条（市
町村等における専門的に従事する職員の確保）」
の中で、「障害者虐待の防止、障害者虐待を受け
た障害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対
する支援を適切に実施するために、障害者の福祉
又は権利の擁護に関し専門的知識又は経験を有
し、かつ、これらの事務に専門的に従事する職員
を確保するよう努めなければならない。」と規定

しているが、虐待防止に携わる具体的な職員の職
種、任用資格や国家資格、専門職の要件について
は定められていない現状であることから、市町村
職員による「虐待を受けた又は受けたと思われた
と判断」することに対する限界や、判断を行う信
憑性に疑念があると考えられる。
　特に、知的障害があり行動障害を伴う「虐待を
受けた又は受けたと思われたと判断」された利用
者には、その成育歴や家庭状況に関する社会的な
理解、利用者の行動や言語の表現性を補うために、
様々な心理検査や、知的障害の利用者の心理的な
理解や応用行動分析学などによる行動理解（機能
的アセスメント）を行いながら利用者をアセスメ
ントする専門性も必要である。
　そのため、都道府県や政令指定都市で障害判定
を実施している知的障害者更生相談所や児童相談
所における知的障害者福祉司や児童福祉司、児童
心理司（心理判定員）のなど専門職の積極的な活
用を虐待防止法に位置付けていない現状からも、
積極的な活用を可能とする法改正や体制の整備が
望ましいと考える。

５−４　 障害者福祉施設従事者等の利用者へのア
セスメントの現状と課題

　石川、佐藤（2014）による調査による研究では、
「（4）事件化した施設職員による虐待事件の事例」
から、障害者支援施設利用者による職員への暴力
の件数についての調査がないことから、その実態
が明らかになっていないことを指摘している。ま
た、日々の生活のなかで知的障害の利用者も、不
快なできごとに遭遇し、不穏な状況に陥ることも
ある。また、言語化や環境への適応が充分でない
利用者は、生育過程で養育者等から虐待を受けて
いる場合も稀ではないことも指摘している。 
　さらに、一方で「（5）施設運営の危機管理上の
課題」の視点から、虐待は突発的に起こるのでは
なく、日々の生活支援上の行為の一つが虐待へと
変化して発生することもあり、障害者支援施設に
おける虐待を防止するために、職員自らの経験を
言語化し自己覚知することや、職員同士が互いに
「被害者を作らない」「加害者を作らない」という
視座を持ち、障害者支援施設内で虐待を発生しな
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い環境作りに取り組む重要性があることを指摘し
ている。
　石川、佐藤（2014）による 2012 年、2013 年に
障害者支援施設で実施したロールプレイ研修にお
ける実践による「（6）職員研修と参加者の反応の
考察」から、危機管理の取り組みの基本は、職員
研修を行い職員の専門性を磨くことであるが、実
際は、人員の確保の面で職員が職員研修の参加や
スーパービジョンを受ける機会が難しい現状にあ
る。しかし、利用者の障害の複雑化やニーズの多
様化から、障害特性を体験的に学ぶ機会が必要で
あることを指摘している。特に、通常の日常生活
の支援行為が、ある状況下で虐待へと異変するこ
とから、職場内の環境的配慮としての危機管理と
して、職員が自己覚知や他者理解を行い「今ここ
にある危機」に気づき「行為を選択する」ことが
できるためにも、ロールプレイを活用した職場研
修は両者を引き出す可能性があることが示唆され
たことを指摘している。
　「障害児支援の在り方に関する検討会報告書（厚
生労働省、2014b）」によれば、「自傷、他害行為
など、危険を伴う行動を頻回に示すことなどを特
徴とした行動障害は、障害特性を理解した適切な
支援を行うことにより減少することが報告されて
いる。障害者支援施設においては、行動障害に対
応した加算が算定されているが、虐待事案におい
て行動障害を有する者が被虐待者となる事案も少
なくない。」と指摘されており、「平成 25（2013）
年度から、障害特性を理解して適切な支援を行う
職員の人材育成を行うため、強度行動障害支援者
養成研修が開始された」という点も同報告書で指
摘している。
　志賀、相馬ら（2014）による研究では、「被虐
待者の性別、年代、障害程度区分（現在は障害支
援区分）別、 行動障害の有無の件数」として、障
害者支援施設における 20 歳代の男性の知的障害
者の困難事例が身体的虐待、心理的虐待を受ける
リスクが高いと考えられることを指摘し、「虐待
を行った施設従事者の職種別の状況」として、虐
待を行った障害者福祉施設従事者等は、50 歳以
上が多い傾向があり、サービス管理責任者や障害
者支援施設の設置者・経営者も少なくなく、社会

的責任の重さや経験年数が、虐待の抑制機能とし
て働いていないと推測されることを指摘している。
　障害者支援施設においては、行動障害に対応し
た加算が算定されているが、虐待事案において行
動障害を有する者が被虐待者となる事案も少なく
ない。と指摘されており、「平成 25（2013）年度
から、障害特性を理解して適切な支援を行う職員
の人材育成を行うため、強度行動障害支援者養成
研修が開始された」という点も同報告書で指摘し
ている。
　強度行動障害支援者養成研修では、「強度行動
障害支援者養成研修（基礎研修）受講者用テキス
ト（厚生労働省、2014a）」が用いられ、重度の知
的障害のある人や自閉症の人が、本人が理解でき
ないような指示を受けたり行動を促されたりした
ときに、激しい自傷行為や他害行為、または金切
り声をあげたりかんしゃくを起こすことや「①自
らの身体・健康に著しい危険をもたらす行動。②
他者の身体・健康に著しい危険をもたらす行動。
③有意義な学習・労働・レジャーへの参加を著し
く妨げる行動。」の 3 点のどれか 1 つに当てはま
るものが「問題行動」として捉えてしまう支援者
が少なくないことを指摘している。
　さらに、その行動が本当に「問題行動」なのか
を整理して考えることも必要であり、「本人にとっ
て、「その行動の意味は何なのか」「他人に迷惑を
かけていることなのか」「場面によっては、問題
でなくなることもあるのか」などといった視点で
見ることよって、問題となる行動の背景を探り、
より適切な対応を考えることの重要性について示
している。
　また、「問題行動」といわれる行動を理解する
ために、「問題行動」として顕在化している状態
と潜在化している水面下の状況を氷山に例え、氷
山の全体像を見る時には、水面上に見える氷山の
一角に注目するのではなく、水面下の隠された大
きい部分を見ることが重要である「氷山モデル」
の考え方を用い、かんしゃくや奇声、他害・自傷
行為、不適切な行動、強いこだわりといった行動
を水面上に見えるものとして考え、水面下にはそ
れ以上に多くの要因があることを想定して支援を
検討していくことの必要性が基本であることを指
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摘し、強度行動障害のある人のアセスメントの方
法について述べている。
　強度行動障害は、強度行動障害特別処遇事業や
加算費の対象であり、制度上利用者の状態を評価
し判定することを目的とした判定基準が開発され
て運用されている。強度行動障害を頻度と強度と
いう 2つの軸で評価する「強度行動障害判定基準」
が弘済学園の飯田雅子氏らの研究班が中心に作ら
れ、11 項目について、頻度に応じた得点を付け、
合計得点が 10 点以上の場合、強度行動障害と定
義した。この判定基準は 1993 年から 20 点以上が

「強度行動障害者特別処遇事業」の当該者として
2012 年 3 月まで使用された。
　現在は、強度行動障害判定基準に「独自の表現
方法を用いた意思表示」や「言葉以外の手段を用
いた説明理解」などのコミュニケーション能力の
評価を加えた「行動援護の支給決定基準」が作ら
れている。行動援護の支給決定の要件としては、

「①障害程度区分 3 以上。②「行動援護の支給決
定基準」8 点以上であり、障害程度区分における
行動関連項目から抽出された 11 項目とてんかん
に関する医師の所見を合わせた 12 項目で判定さ
れている。」ことを、判定基準表とともに紹介し
ている。
　「強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）受
講者用テキスト（厚生労働省、2014a）」では、そ
の他に、知的障害や自閉症の言動を観察し、さま
ざまな角度から評価する評定尺度として、日常生
活に困難を示している人の困難性が自閉症の特性
に由来するものであるか否かの判断や、対象者の
支援ニーズと支援の手がかりを把握するために開
発された「PARS（広汎性発達障害日本自閉症協
会評定尺度）」や、行動障害に特化した評定尺度
の「ABC-J（異常行動チェックリスト日本語版）」、
さらに評定尺度の他に、利用者の観察の結果から、
行動の原因を推定する「機能的アセスメント（機
能分析、ABC 分析）」の手法を紹介し、強度行動
障害は障害特性と環境との相互作用の中で引き起
こされている状態であり、様々な手法を用いて理
解することが可能であるため、強度行動障害の言
動は、周囲を「困らせる」行動ではなく、本人が

「困っている」サインの表れであることを明確に

指摘している。
　さらに、愛甲（2014）による研究は、「障害者
虐待防止法」が施行後の障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待に関する研究の中で唯一、知的
障害の当事者に直接、面接調査を実施した研究で
あり、知的障害のある対象者は、自分自身や他者
をどのように捉えているかについて、「（1）面接
調査」や、「（2）HTP（投影法）心理検査」の結
果から、これまで親から虐待される不条理さや、
級友だちからいじめられた哀しみが秘められ、心
理検査で表現された描画の中で、他の人との関係
に自信が持ちづらく、貧弱な自己像を持ちやすい
当事者の姿が明確に示されていることを指摘して
いる。
　また、面接調査で HTP（投影法）心理検査を
用いることについて村上（2011）は、字が読めな
い年齢の被験者や知的水準の低い児童を対象とし
ても施行が可能であり、また、発達障害児のよう
な言語的に上手く対応できない児童でも実施でき
る利点があり、他の知能検査や発達検査と併用し
ながら、知的障害のある当事者の内面の変化は捉
える方法の一つとして有用であることを述べてお
り、愛甲（2014）の研究による「（1）面接調査」や、
「（2）HTP（投影法）心理検査」の結果からも、
表面上は明るく障害者福祉施設従事者等の指示に
従い、訓練期間を問題なく終了する青年の中には、
適応障害の症状が見受けられる対象者もあり、心
の傷が癒えないでいる当事者もいることが推察さ
れると指摘している。
　それらの心理検査を「虐待を受けた又は受けた
と思われたと判断」された利用者のアセスメント
に用いることにより、知的障害のある当事者の内
面に寄り添うことが可能であり、「障害者福祉施
設・事業所における障害者虐待の防止と対応の手
引き（施設・事業所従事者向けマニュアル）（厚
生労働省、2016b）」の中で、具体的な対応として
アセスメント行う際には「真のニーズを発見して、
その実現に向けた QOL の向上ための支援を進め
る」重要性について述べており、「1）好きなこと
苦手なこと。2）得意なこと・強みと弱み。3）コ
ミュニケーションレベル（表現性、受容性）。4）
一つひとつの場面や状況をどのように理解してい
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るのか。5）「何が」わからないのか。6）どのよ
うな刺激に敏感又は鈍感か。7）健康上の課題、
合併する障害。」についてアセスメントの重要な
項目としてとりあげているが、「どのように確認

（調査・検査など）し、判断するのか」という具
体的な方法については、マニュアルで示されてい
ない。
　また、奥田（2001）は、「個々の事例を重ねて
いくことで一般的知識を明らかにしようとする事
例研究は重要な取り組みである」といえるが、「我
が国で行われている事例研究のほとんどがエピ
ソード中心であり、現実の問題に対して解決のた
めの条件を客観的な方法で検討した研究はみられ
ない」と指摘し、「行動の諸原理をさまざまな社
会的問題に適応し、介入とその効果の関係につい
て因果分析を行う実験的手法を用いる」ことで社
会的問題を解決する条件を明らかにする応用行動
分析学による行動論的な理解（機能的アセスメン
ト）や介入が重要であることや、アメリカでは、
1970 年代の虐待に対応する実証的な知見が蓄積
されて介入が行われていることを指摘している。
　以上から、 障害者福祉施設従事者等は、知的障
害の利用者の心理的な理解や応用行動分析学など
による行動理解（機能的アセスメント）を行いな
がら利用者をアセスメントする専門性も必要であ
り、障害者福祉施設従事者等は、 利用者と信頼関
係を深める視点を持つことができるように自己覚
知を行い、支援の質の向上を図り、障害者虐待を
防止することができる障害者福祉施設従事者等の
研修が課題であると考える。また、障害者支援施
設は、都道府県や政令指定都市で障害判定を実施
している知的障害者更生相談所や児童相談所にお
ける知的障害者福祉司や児童福祉司、児童心理司

（心理判定員）の専門職の職員の配置や、都道府
県職員と連携し多面的に利用者をアセスメントし
支援につなげることが望ましいと考える。

５−５　 障害者支援施設における虐待発生に伴う
対応の過程の現状と課題

　志賀、相馬ら（2014）による研究では、地方自
治体は、障害者支援施設に早急に指導等を行う必
要がある事例も存在するため、早期に柔軟な対応

が必要であり、虐待防止の仕組みが実質的に不十
分な障害者支援施設の場合は、虐待防止委員会の
設置、規定の整備、支援記録の書類が不十分な事
例が少なくないため、合理的な運用方法を検討・
研究する必要があることや、障害者支援施設で虐
待を行った職員やあるいは疑われる職員に対して
労働者保護の法理念を尊重し、就業規則に明文化
する労働条件も十分検討する必要があることを指
摘している。
　障害者支援施設は、「障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービスの事業所等の人員、設備及び
運営に関する基準について（厚生労働省、2006）」
に従うことが義務付けられており、指定障害福祉
サービス及び指定障害者支援施設等の一般原則と
して、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、
責任者を設置する等必要な体制の整備を行い、そ
の従事者に対し研修を実施する等の措置を講ずる
よう努めなければならないことを定めており、運
営規程において、虐待防止のための措置に関する
事項を定めておかなければならないとされている。
　さらに、虐待防止法施行後、厚生労働省は平成
25（2013）年 2 月に「障害者福祉施設・事業所に
おける障害者虐待の防止と対応の手引き（施設・
事業所従事者向けマニュアル）（厚生労働省、
2013b）」を作成し、平成 28（2016）年 4 月に更
新され、その中で「Ⅲ障害者福祉施設等の虐待防
止と対応」「Ⅳ虐待が疑われる事案があった場合
の対応」についても示している。
　しかし、志賀、相馬ら（2014）による「（3）全
国版・地方版の新聞で報道された障害者虐待や、
それ相当と推測される事件記事、都道府県・市町
村が認定した虐待に関する処分や指導内容を、
WEB ページで公表した文書から施設従事者等の
虐待事案の詳細な事例の情報を得るための調査」
から、施設従業者が虐待として新聞等に報道され
ている障害者福祉施設従業者による虐待は、障害
者支援施設で虐待防止の体制が整っていない場合
や、機能していない状態で起きている場合があり、
虐待に発展しないように予防する体制整備が重要
であることや、障害者総合支援法や社会福祉法の
勧告・指導が利用者の権利擁護を十分に保障して
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いるかどうか確認・検証し検討が必要な事件も存
在することを指摘している。
　また、志賀、相馬ら（2014）は、虐待防止のプ
ロセス毎の重要なポイントとして、まず、「1）予
防プロセス」として、虐待が疑われる相談や通報
の仕組み、施設内の虐待防止委員会が整備されて
いない、あるいは機能していないため事件に発展
している場合があることを示している。
　次に、「2）介入プロセス」として恣意的になら
ず適切かつ早急に事実確認を行い、素早く適切な
事後対応に結びつけることを心がけることや、事
実確認の聞き取りは「聞き手が十分な方法論を学
んでいる」ことが前提であり、利用者の権利擁護
の視点から保護を優先的に検討する必要があるこ
とを示している。
　さらに、「3）事後対応のプロセス」として、質
の高い支援の提供として、最新の研究の知見を基
にした実証可能な質の高い支援の提供をめざし
て、法人や障害者支援施設で企画し、継続的に実
施し続けることが重要であることを示している。
　平本（2014）による研究では、 知的障害者の入
所や通所施設における職員による利用者に対する
虐待の原因や支援のあり方についての文献調査の
結果、「1. 障害者虐待防止法施行と障害者施設に
おける虐待の現状」における「3）職員の理解不
足による不適切な関わり」について、職員の倫理
観（モラル）の欠如による不適切な関わりの事件
が後を絶たず、高い志を持ち、障害者福祉施設従
事者等として日が経過し、経験をする中で、獲得
していくことも多くある一方、「これぐらいは大
丈夫」「多少のことなら問題ないだろう」「バレな
きや良いだろう」という結果、大きな問題になる
のではないかと指摘している。
　さらに、「2．施設職員による不適切な関わりは
どうして起こるのか」における「1）施設内虐待
の原因（法人、施設）」について、「①知的障害者
施設の密室化」として、利用者の家族に対して虚
偽の内容を報告した場合、利用者の家族は疑問を
持ちつつも、知的障害者入所障害者支援施設に空
きがなく、入所待ちの状態が多くの自治体で見ら
れることから、障害者福祉施設従事者等からの報
告を鵜呑みすることも考えられることを指摘している。

　また、平本（2014）は、「障害者（児）施設に
おける虐待の防止について（厚生労働省、2005）」
の通知における「③経験主義の施設ケア体制」と
して、障害者支援施設における生活支援は先輩職
員から継承する「経験主義」を基盤とする支援が
中心になりやすく、長崎県島原市、千葉県袖ケ浦
市のケースでは複数の職員が利用者に対して長期
間にわたり暴力による支配関係を形成しているこ
とから、「障害者（児）施設における虐待の防止
について（厚生労働省、2005）」の通知の中で、
障害者支援施設内で虐待生じる共通の構図とし
て、「①虐待は密室の環境下で行われる。②障害
者の権利を侵害する小さな出来事から心身に傷を
負わせる行為にまで次第にエスカレートしてい
く。③職員に行動障害などに対する専門的な知識
や技術がない場合に起こりやすい。」ことを指摘
している。
　さらに、「障害者福祉施設・事業所における障
害者虐待の防止と対応の手引き（施設・事業所従
事者向けマニュアル）（厚生労働省、2016b）」では、
「4. 虐待を受けた障害者や家族への対応」として、
虐待事案への対応にあたっては、虐待を受けた利
用者の安全確保を最優先し、利用者が安心できる
環境づくりに努めることや、事実確認をしっかり
と行った上で、虐待を受けた障害者やその家族に
対して障害者支援施設内で起きた事態に対して謝
罪も含めて誠意ある対応を行い、法人の理事長等
役職員が同席した上で家族会を開き、説明と謝罪
を行い信頼の回復に努める必要があること。また、
「5. 原因の分析と再発の防止」として、虐待を行っ
た職員に対しては、なぜ虐待を起こしたのか、そ
の背景について聞き取り、原因を分析し、虐待は、
一人の職員が起こす場合もあれば、複数の職員が
起こす場合もあることや、小さな不適切な対応が
積み重なってエスカレートし、やがて大きな虐待
につながってしまう等のケースも考えられること
を指摘している。
　しかし、虐待があることを知りながら見て見ぬ
ふりをしてしまう職員や職員相互の指摘ができな
いような支配的な力関係が職員の間に働いている
場合もあり、虐待防止委員会だけでなく、第三者
的立場の有識者にも参加した検証委員会を立ち上
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げることが重要であり、行政の改善指導等に従い、
今後の再発防止に向けた改善計画を具体化した上
で、同じ誤りを繰り返すことがないように取り組
むことが支援の質を向上させるだけではなく、職
員が自信を取り戻し、障害者支援施設が利用者や
家族からの信頼を回復することが求められてい
る。ことが示されている。
　障害者総合支援法の地域生活支援事業における
任意事業の権利擁護支援として、障害者虐待の未
然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な
支援のために、地域における関係機関の協力体制
の整備・充実を図り、過去に虐待のあった障害の
ある人の家庭訪問を行う障害者虐待防止支援、障
害者虐待防止に関する研修、虐待事例の分析を行
うための事業が行われており、国は都道府県や市
区町村を支援している（内閣府、2016）が、市区
町村の任意事業の位置づけであるため、事業の実
施体制や実績について明らかにし事業の充実や周
知を図る施策は今後の課題であると考える。
　また、「虐待を受けた又は受けたと思われたと
判断」された利用者や家族に対する権利擁護にか
かわる法的な対応として、弁護士による法律相談
の費用、弁護士委任の費用、接見の費用を補う民
間保険がある。保険会社が取り扱う保険にあらか
じめ加入することにより、法律の専門職と連携し
法的に解決を図る際に備える利用者や家族の自助
努力も必要と思われる。
　以上から、虐待が市区町村や都道府県などの地
方自治体に通告され「虐待を受けた又は受けたと
思われたと判断」されるまでから、虐待を受けた
と判断された後の一連の過程の中で、虐待者の障
害者福祉施設従事者等や障害者支援施設は、「虐
待を受けた又は受けたと思われたと判断」された
利用者や家族に対して心身に傷を負わせる行為を
行ったことを自覚し、事実を包み隠さず真摯に受
け止め、それに対する配慮を踏まえた事実確認に
誠実に対応し、原因究明を基にしながら利用者が
安心して障害者支援施設を利用することができる
障害者虐待の防止対策を検討することが必要である。
　また、都道府県の監査や第三者的立場の有識者
による検証委員会、福祉サービスの第三者評価を
用いて、虐待した職員や役職者に対する刑事責任

や民事責任、行政責任に加え、道義的責任を含め
た責任を追及し処分を確実に行い障害者の人権を
尊重できる体制と対応を虐待防止法に明確に位置
付ける整備が課題であると考える。

６．結論
　障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に関
する研究動向を分析し、考察することから得られ
た知見を概観し、障害者虐待の実態と虐待防止策
の現状と課題についてまとめることにする。

６−１　 障害者福祉施設従事者等による障害者虐
待の実態の動向と課題

６−１−１　 障害者支援施設の事業者数と利用者
数の現状

　事業者数は、居宅介護、就労継続支援、生活介
護の順で多く、利用者数は、就労継続支援、生活
介護、居宅介護の順で多い現状である。平成 28
（2016）年 3 月現在、自立支援給付事業では、全
事業者数 74,787 か所、全利用者数 1,084,901 人で
ある。
６−１−２　 障害者支援施設の虐待者の職種と年

齢の現状
　平成 28（2016）年 3 月現在、虐待者の職種は、
生活支援員、管理者、世話人の順で多く、虐待者
の年齢は、60 歳以上が最も多く、次いで 50 ～ 59 
歳、40 ～ 49 歳の順であり、50 歳以上の虐待者が
全体の 6割近くを占めている。
６−１−３　 虐待防止マネジャーの配置の現状と

課題
　「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律に基づく指定障害福祉サービス
の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準に
ついて（厚生労働省、 2006）」の通知には、運営
規程として、各サービス事業所の管理責任者や各
サービス事業所のサービス提供責任者、サービス
管理責任者、ユニットリーダ等、各事業所や現場
で、虐待防止のリーダーになる職員を「虐待防止
マネジャー」として配置することが定められてい
るが、統計調査なく実態が不明のため、統計調査
を行い、設置状況や実態を明らかにし、対策を検
討することが課題である。
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６−１−４　 虐待を行うリスクが高い職員層の研
修の課題

　障害者福祉施設従事者は、経験のある職員層に
虐待を行うリスクがあり、経験の浅い職員層に影
響を及ぼしている可能性があるため、経験のある
職員層に対する職員の研修の在り方が課題である。
６−１−５　 虐待防止を中核的に担う職員の実態

把握の課題
　障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の実
態の把握には、経験のある職員層の支援者を対象
とした調査や、虐待防止を中核的に担うサービス
管理責任者を対象とした調査により、実態を明ら
かにし、対策を検討することが課題である。

６−２　虐待防止研修の動向と課題
６−２−１　 利用者と職員の改善・修正されない

相互関係性が繰り返される現状
　利用者と職員の日常における相互関係性が環境
面や制度面から影響を受け、改善・修正されるこ
となく継続され繰り返され強化される現状がある。
６−２−２　 利用者の自傷他害行動を抑制するベ

テラン職員が新人職員に与える影響
の現状

　障害者福祉施設従事者等による虐待行為の特徴
として、不穏な状態にある利用者の自傷他害行動
を抑制するために、熱心なベテラン職員が次第に
虐待へ発展し、新人職員に影響を与える職場環境
の現状がある。
６−２−３　 経験豊富な職員による虐待につなが

る不適切な支援の現状
　障害者福祉施設従事者等による経験豊富な職員
による虐待につながる不適切な支援は、他の職員
が「間違っている」と気づいても直接注意や上司
に報告しづらい風土が出来やすく、過去に虐待に
関連した運営上の問題や苦情解決等における権利
擁護の問題解決の経験が少ない施設では、虐待発
覚直後に職員間で「何が虐待に相当するか」とい
う混乱が生じる現状がある。
６−２−４　 利用者の権利擁護の視点から利用者

と向き合う姿勢を醸成する課題
　利用者の権利擁護の視点から、支援に迷う事例、
不適切な支援の事例を職場内で積極的に取り上

げ、職員間で議論や検討を行う機会を設けること
は重要で有効な手段であり、利用者と向き合う姿
勢を職場全体で醸成することが今後の課題である。
６−２−５　 障害者虐待の実態に即した虐待防止

研修の検証や検討の課題
　虐待防止研修の県研修では、研修プログラムや
カリキュラム及び他の研修と関連したプログラ
ム、研修の実施方法、受講対象者、研修時間につ
いて、障害者虐待の防止対策としてどのような研
修が必要なのか、障害者虐待の実態と、これまで
実施してきた国研修や県研修と、障害者福祉施設
従事者等に対する効果を検証し、虐待防止研修の
内容を検討することが課題である。

６−３　 市町村障害者虐待防止センター職員の利
用者へのアセスメントの現状と課題

６−３−１　 虐待防止に関する通報・相談・認知
体制整備が十分でない地方自治体の
現状

　平成25（2013）年の調査結果報告書によれば、「市
町村や都道府県が虐待として認定した件数とその
割合」として、全国の障害者福祉施設従事者等の
虐待が認定される割合は、認定調査件数あるいは
通報・相談件数の 1 割から 2 割に過ぎず、「地方
自治体の障害者福祉施設従事者等の虐待の通報件
数、認知件数の取組状況」として、虐待防止に関
する通報・相談・認知体制整備が十分でない地域
の存在が疑われる現状がある。
６−３−２　 市町村職員による虐待認定の判断の

限界や信憑性に対する疑念の現状
　「障害者虐待防止法」では、市町村虐待防止セ
ンターにて虐待防止に携わる具体的な職員の職
種、任用資格や国家資格、専門職の要件について
は定められていないため、市町村職員による「虐
待を受けた又は受けたと思われたと判断」に対す
る限界や判断を行う信憑性に疑念がみられる現状
ある。
６−３−３　 都道府県等の専門職の積極的な活用

の位置付けがない現状と法改正や体
制の整備の課題

　市町村虐待防止センターの市町村職員は、都道
府県や政令指定都市で障害判定を実施している知
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的障害者更生相談所や児童相談所における知的障
害者福祉司や児童福祉司、児童心理司（心理判定
員）のなど専門職の積極的な活用が虐待防止法に
位置付けていない現状からも、積極的な活用を可
能とする法改正や体制の整備が望ましく喫緊の課
題である。
６−３−４　 利用者をアセスメントする市町村職

員の専門性の育成や研修の課題
　市町村虐待防止センターの市町村職員は、「虐
待を受けた又は受けたと思われたと判断」された
利用者をアセスメントする専門性が必要であり、
市町村職員の育成や研修が課題である。
６−３−５　 市町村虐待防止センターに心理司な

どの専門職の職員の配置の位置付け
がない現状と法改正や体制の整備の
課題

　市町村虐待防止センターの市町村職員は、「虐
待を受けた又は受けたと思われたと判断」を行う
ことに限界があるため、都道府県や政令指定都市
で障害判定を実施している知的障害者更生相談所
や児童相談所における知的障害者福祉司や児童福
祉司、児童心理司（心理判定員）などの専門職の
職員の配置が必要であり、今後の課題である。

６−４　 障害者福祉施設従事者の利用者へのアセ
スメントの現状と課題

６−４−１　 利用者から職員への暴力の実態把握
の課題

　障害者支援施設の利用者による職員への暴力の
件数についての調査がなく、実態が明らかになっ
ていない現状があり課題である。
６−４−２　 言語化や環境の適応が不充分な利用

者への虐待の現状
　知的障害の利用者も、日々の生活のなかで不快
なできごとに遭遇し、不穏な状況に陥ることもあ
り、言語化や環境への適応が充分でない利用者は、
生育過程で養育者等から虐待を受けている場合も
稀ではない現状がある。
６−４−３　 日々の生活支援上の行為が虐待へ変

化し発生している現状
　知的障害の利用者に対する虐待は、突発的に起
こるのではなく、日々の生活支援上の行為の一つ

が虐待へと変化して発生する現状がある。
６−４−４　 障害者福祉施設従事者等の経験の言

語化や自己覚知による利用者との信
頼関係や支援の質の向上の課題

　障害者福祉施設従事者等は、障害者支援施設に
おける虐待を防止するために、自らの経験を言語
化し自己覚知することが必要であり、利用者と信
頼関係を深める視点を持ち支援の質の向上を図る
ことが課題である。
６−４−５　 利用者をアセスメントする障害者福

祉施設従事者等の専門性の育成や研
修の課題

　障害者福祉施設従事者等は、知的障害の利用者
の心理的な理解や応用行動分析学などによる行動
理解（機能的アセスメント）を行いながら利用者
をアセスメントする専門性が課題である。
６−４−６　 利用者をアセスメントする障害者福

祉施設従事者等の専門性の育成や研
修の課題

　障害者福祉施設従事者等は、通常の日常生活の
支援行為が、ある状況下で虐待へと異変すること
から、職場内の環境的配慮や危機管理として、利
用者の障害の複雑化やニーズの多様化からも、職
員が障害特性を学び、他者理解を行う障害者虐待
を防止することができる障害者福祉施設従事者等
の育成や研修が必要であり、今後の課題である。
６−４−７　 障害者支援施設における心理司など

の専門職の職員の配置や専門職の積
極的な活用の位置付けに対する法改
正や体制の整備の課題

　障害者支援施設は、都道府県や政令指定都市で
障害判定を実施している知的障害者更生相談所や
児童相談所における知的障害者福祉司や児童福祉
司、児童心理司（心理判定員）の専門職の職員の
配置や、都道府県職員と連携し多面的に利用者ア
セスメントし支援につなげる必要があり、今後の
課題である。

６−５　 障害者支援施設における虐待発生時にお
ける対応の過程の現状と課題

６−５−１　 虐待防止の取り組みが不十分な障害
者支援施設の現状と虐待防止の課題
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　虐待防止の仕組みが実質的に不十分な障害者支
援施設の場合は、虐待防止委員会の設置、規定の
整備、支援記録の書類が不十分な事例が少なくな
い現状がある。虐待に発展しないように予防する
体制整備が重要であり、今後の課題である。
６−５−２　 虐待者の職員や疑われる職員に対す

る労働者保護の課題
　障害者支援施設で虐待者の職員やあるいは疑わ
れる職員に対して労働者保護の法理念を尊重し、
就業規則に明文化する労働条件の検討が課題であ
る。
６−５−３　 利用者の権利擁護を保障する方法の

課題
　障害者総合支援法や社会福祉法の勧告・指導が
利用者の権利擁護を十分に保障しているかどうか
確認・検証し検討することが課題である。
６−５−４　 利用者の家族の障害者福祉施設従事

者等に対する疑問の表出の困難利用
者や家族の不利益の現状

　利用者の家族に対して虚偽の内容を報告した場
合、利用者の家族は疑問を持ちつつも、知的障害
者入所障害者支援施設に空きがなく、入所待ちの
状態が多くの自治体で見られることから、障害者
福祉施設従事者等からの報告を鵜呑みすることも
考えられる現状がある。
６−５−５　 虐待者の誠実な対応を促す方法や原

因究明を基にした障害者虐待の防止
対策の検討の課題

　虐待者の障害者福祉施設従事者等や障害者支援
施設は、利用者や家族に対して心身に傷を負わせ
る行為を行ったことを自覚し、事実を包み隠さず
真摯に受け止め、それに対する配慮を踏まえた事
実確認に誠実に対応し、原因究明を基にしながら
利用者が安心して障害者支援施設を利用すること
ができる障害者虐待の防止対策の検討が課題であ
る。
６−５−６　 虐待者への厳罰な処分を確実に行う

位置付けに対する法改正や体制の整
備の課題

　都道府県の監査や第三者的立場の有識者による
検証委員会、福祉サービスの第三者評価を用いて、
虐待した職員や役職者に対する刑事責任や民事責

任、行政責任に加え、道義的責任を含めた責任を
追及し処分を確実に行い障害者の人権を尊重でき
る体制と対応を虐待防止法に明確に位置付ける整
備が課題である。
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